
特
別
会
計
等
の
決
算
状
況

　

一
般
会
計
及
び
特
別
会
計
の
決
算
状

況
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。（
表
１
）

公
営
企
業
会
計

水
道
事
業
会
計

　

水
道
水
の
供
給
に
伴
う
料
金
収
入

や
必
要
な
経
費
な
ど
を
示
し
た
収
益

的
収
支
の
収
入
は
23
億
５
４
５
７
万

円
、
支
出
が
19
億
４
４
３
８
万

円
、
差
引
４
億
１
０
１
９
万
円
、
損

益
（
税
抜
）
は
当
期
純
利
益
が

３
億
１
０
９
２
万
円
と
な
り
、
前
年
度

純
利
益
（
１
億
４
８
６
０
万
円
）
と
比

べ
１
億
６
２
３
２
万
円
の
増
益
に
な
り

ま
し
た
。（
表
２
）（
※
）

　

水
道
施
設
を
建
設
・
更
新
す
る
た

め
の
支
出
と
そ
の
財
源
と
な
る
収

入
な
ど
を
示
し
た
資
本
的
収
支
は
、

16
億
６
７
１
０
万
円
の
不
足
と
な
り
ま

し
た
が
、
こ
れ
ま
で
生
じ
た
利
益
を
積

み
立
て
た
建
設
改
良
積
立
金
な
ど
で
補

て
ん
し
財
源
不
足
は
生
じ
て
い
ま
せ

質
公
債
費
比
率
25
・
０
％
、
将
来
負
担

比
率
３
５
０
・
０
％
）
を
大
幅
に
下
回

る
比
率
を
維
持
し
て
い
ま
す
（
図
１
）。

ま
た
、
い
ず
れ
の
数
値
も
前
年
度
と
比

較
し
数
値
が
改
善
し
て
い
ま
す
。（
グ

ラ
フ
２
）

　

各
指
標
等
か
ら
見
て
も
、
現
時
点
で

財
政
運
営
上
の
課
題
等
は
表
れ
て
い
ま

せ
ん
。

　

今
後
も
必
要
な
事
業
を
実
施
し
な
が

ら
健
全
な
財
政
運
営
を
行
っ
て
い
き
ま

す
。

ん
。
主
な
建
設
改
良
事
業
は
、
三
郷
地

域
黒
沢
川
の
表
流
水
か
ら
地
下
水
へ
の

水
源
転
換
を
行
う
た
め
の
水
道
施
設
建

設
事
業
、
水
道
施
設
の
監
視
設
備
を
統

合
す
る
た
め
の
中
央
監
視
制
御
設
備
総

合
事
業
、
災
害
時
の
給
水
能
力
の
向
上

を
目
的
と
し
た
４
㌧
級
架
装
式
給
水
車

の
購
入
事
業
で
す
。

※
増
益
の
原
因
は
会
計
制
度
の
変
更
に
よ
り
、

費
用
（
減
価
償
却
費
）
が
前
年
度
と
比
べ

て
１
億
円
程
多
く
発
生
し
た
一
方
で
、
収

益
（
長
期
前
受
金
戻
入
）
が
２
億
８
千
万

円
程
増
加
し
た
こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で

す
。

旧
合
併
特
例
事
業
債
の
活
用
状
況

と
地
方
債
の
残
高

　

平
成
26
年
度
の
地
方
債
の
借
入

は
、
80
億
２
３
０
０
万
円
で
、
こ
の
内

57
億
７
８
０
０
万
円
が
旧
合
併
特
例
事

業
債
で
す
。

　

旧
合
併
特
例
事
業
債
は
、
新
市
の
一

体
化
と
地
域
間
格
差
是
正
の
た
め
の
事

業
で
あ
っ
て
、
新
市
建
設
計
画
に
掲
載

さ
れ
た
事
業
に
活
用
し
て
い
ま
す
。

　

旧
合
併
特
例
事
業
債
は
、
元
利
償
還

金
（
返
済
金
）
の
70
％
が
交
付
税
措
置

（
普
通
交
付
税
の
算
定
に
お
け
る
基
準

財
政
需
要
額
に
算
入
）
さ
れ
、
市
の
負

担
を
軽
減
す
る
有
利
な
地
方
債
で
す
。

平
成
26
年
度
の
活
用
事
業
は
、
右
ペ
ー

ジ
表
３
の
と
お
り
で
す
。

　

各
会
計
の
地
方
債
の
残
高
に
つ
い
て

は
、
グ
ラ
フ
１
の
と
お
り
で
す
。

　

一
般
会
計
に
つ
い
て
は
、
庁
舎
建
設

事
業
等
の
大
型
事
業
に
よ
る
借
入
が

あ
っ
た
た
め
、
前
年
度
を
上
回
る
結
果

と
な
り
ま
し
た
。

　

下
水
道
事
業
会
計
に
つ
い
て
は
、
償

還
が
進
み
、
徐
々
に
減
っ
て
き
て
い
ま

す
。

市
の
財
政
状
況
を
計
る

　
「
健
全
化
判
断
比
率
」

　

自
治
体
の
財
政
状
況
の
健
全
性
を
計

る
指
標
と
し
て
「
健
全
化
判
断
比
率
」

が
あ
り
ま
す
。
こ
の
比
率
に
は
、
図
１

に
示
し
た
４
つ
の
指
標
が
あ
り
ま
す
。

こ
の
う
ち
収
支
が
赤
字
と
な
っ
た
と
き

に
算
出
さ
れ
る
「
実
質
赤
字
比
率
」「
連

結
実
質
赤
字
比
率
」
に
つ
い
て
は
、
市

は
黒
字
決
算
と
な
っ
て
お
り
、
こ
の
指

標
を
算
定
し
始
め
て
か
ら
赤
字
と
な
っ

た
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

ま
た
、
借
入
金
の
返
済
等
の
割
合
を

示
す
「
実
質
公
債
費
比
率
」「
将
来
負

担
比
率
」
に
つ
い
て
は
、
国
が
定
め
る

財
政
再
建
策
に
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
水
準
（
早
期
健
全
化
基
準
：
実

●一般会計および特別会計（表１） （単位 : 百万円）

会計名 最　終
予算額

決算時の
予算現額 決算額 予算現額に

対する増減

一般会計 43,116 43,508 歳入 43,595 87 
歳出 42,383 1,125 

特
別
会
計

同和地区住宅新築資金等
貸 付 事 業 特 別 会 計

2 2 歳入 2 0 
歳出 2 0 

国 民 健康保険特別会計 11,082 11,082 歳入 11,120 38 
歳出 10,715 367 

後期高齢者医療特別会計 991 991 歳入 993 2 
歳出 974 17 

介 護 保 険 特 別 会 計 8,322 8,322 歳入 8,326 4 
歳出 8,271 51 

下 水 道 事 業 特 別 会 計 4,292 4,292 歳入 4,300 8 
歳出 4,261 31 

農業集落排水事業特別会計 194 194 歳入 195 1 
歳出 193 1 

上川手山林財産区特別会計 3 3 歳入 4 1 
歳出 1 2 

北の沢山林財産区特別会計 1 1 歳入 1 0 
歳出 0 1 

有明山林財産区特別会計 1 1 歳入 1 0 
歳出 0 1 

富士尾沢山林財産区特別会計 1 1 歳入 1 0 
歳出 0 1 

穂高山林財産区特別会計 1 1 歳入 1 0 
歳出 0 1 

産業団地造成事業特別会計 1 1 歳入 1 0 
歳出 0 1 

観 光 宿泊施設特別会計 29 29 歳入 29 0 
歳出 29 0 

合　計 68,037 68,428 歳入 68,569 141 
歳出 66,829 1,599 

●公営企業会計（表２） （単位 : 百万円）

収　入 支　出 差引額
水 道
事業会計

収益的収入および支出 2,355 1,944 411
資本的収入および支出 494 2,161 -1,667

●地方債の残高（グラフ１）

●財政の健全化判断比率（図１）

●旧合併特例事業債の活用状況（表３）
（単位 : 百万円）

旧合併特例事業債　計 5,780.2
庁舎建設事業（本庁舎） 2,714.9
庁舎建設事業（穂高支所） 11.2
防災行政無線整備 385.7
防災広場整備 324.8
市道新設改良 265.1
穂高会館改修工事 865.3
豊科公民館改修工事 365
南部多目的広場 189.6
温浴施設整備（しゃくなげの湯） 17.4
保育園（アルプス、三郷南部） 253.7
水道事業出資金 387.5

●健全化判断比率の推移（グラフ２）

一般会計 下水道事業会計 農業集落排水事業会計 水道事業会計 全会計合計
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（単位：百万円）

①実質赤字比率
普通会計（一般、同和住宅新築）
の赤字の割合

②連結実質赤字比率
一般会計、特別会計、企業会計
の全ての会計の赤字割合

③実質公債費比率
年間の借入金返済額の割合

④将来負担比率
将来負担が見込まれる負債の割合

（※１）　早期健全化基準を１項目でも上回った場合は、改善に係る個別の事項について、外部監査を受けなければなりません。
（※２）　財政再生基準を１項目でも上回った場合は、議会の議決を経て財政再生計画を定め、総務大臣の同意を得なければ、
　　　　　一部を除き地方債を借りることができなくなるなど、国の管理下のもと財政の健全化が厳しく求められることにな
　　　　　ります。

早期健全化基準（※1）

12.05%
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財政再生基準(※2)

健全段階 早期健全化段階 再生段階

安曇野市は黒字　
のため数値なし

安曇野市は黒字　
のため数値なし

安曇野市
　　　10.7%
　　（前年度11.7%）

安曇野市
　　　20.0%
　　（前年度 25.1%）
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